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地方独立行政法人那覇市立病院 第３期中期計画 

 

はじめに 

地方独立行政法人那覇市立病院(以下「市立病院」という。)は、平成２

０年度の法人設立時から第１期及び第２期中期計画にて、病院の掲げる理

念のもと公的病院としての使命の実現、安心・安全な医療や高度医療の提

供に努めてきた。 

平成２８年度から平成３１年度までの第３期中期計画においても、自主

性・自律性を最大限に発揮して、地域医療を担う中核病院としてさらに市

民の健康の維持・増進に寄与するべく、地域医療支援病院として地域医療

機関との連携及び適切な役割分担の下、市立病院の役割である地域で必要

とされる政策的医療を継続して提供する。また、これまでも力を入れてき

た「救急医療」、「高度専門医療」、地域周産期母子医療センターとして

の機能である「小児・周産期医療」、地域がん診療連携拠点病院としての

機能である「がん医療の水準向上」などの高度で質の高い医療の提供体制

を今後も充実・強化していく。 

経営面においては、医師をはじめとする必要な医療スタッフを確保し、 

必要な医療機能体制を整備するとともに、経営の効率化を図り、持続可能

な病院経営を目指す。また、少子高齢化の進展に伴い、医療需要が大きく

変化することが見込まれ、医療制度改革が進められている。その一環であ

る沖縄県がこれから策定する「地域医療構想」は、今後の市立病院建替え

問題と病院経営にとって大きな意味を持つと考えられるため、その動向を

注視しながら、これらにも柔軟に対応できるようにする。 

さらに、患者サービスのより一層の向上を図り、市民から選ばれる病院

を目指すとともに市長から示された第３期中期目標を達成するため、次の

ように第３期中期計画を定める。 

 

 

第１ 中期計画期間 

平成28年4月1日から平成32年3月31日までの4年間とする。 

 

第２ 市民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を  

達成するためとるべき措置 

 

１ 市立病院としての役割の発揮 
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(1) 救急医療体制の充実・強化 

ア 地域の医療機関等と連携して、365日24時間救急医療体制の維 

持・充実を図る。 

イ 消防や関係機関との連携を密にして「たらい回しのない救急医 

療」に貢献する。 

 

（救急医療の関連指標） 

指標名 平成 26 年度実績  

救急患者数 ４４，３９１人  

うち入院患者数  ４，５１８人  

うち救急車受入数  ３，８７９人  

救急車の受入率  ９０．１％ 

 

(2) 小児・周産期医療の充実 

     地域周産期母子医療センターとして、地域医療機関との連携に 

基づき小児・周産期医療を担うとともに、安心して子どもを産み、

かつ育てられるよう医療の提供を確保する。 

 

（小児・周産期医療の関連指標） 

指標名 平成 26 年度実績  

小児外来患者数  ３９，１９７人  

小児入院患者数  １７，５９８人  

小児救急患者数  ２３，５２５人  

うち入院患者数  １，４３０人  

NICU 入院患者数 ２，０１２人  

分娩件数 ３８４件 

うち帝王切開数  １６５件 

ハイリスク妊娠患者数  １０２人 

ハイリスク分娩患者数  ６０人 

    

(3) 災害医療及び感染症医療その他の緊急時における医療支援・協力 

災害時には、医療拠点としての役割を担うとともに、那覇市の 

地域防災計画や新型インフルエンザ等の健康危機管理対策に適切 

に対応する。 

また、那覇市保健所と連携し、感染症対策などに協力する。そ 

のために普段から災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）を組織し、訓 
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練、研修会等へ積極的に参加する。 

さらに他の自治体等において大規模災害が発生した場合は、災 

害派遣医療チームを派遣するなど、医療救援活動の支援に努め 

る。 

 

 

（災害医療の関連指標） 

指標名 平成 26 年度実績  

災害訓練回数  ５回 

災害訓練参加者数  ４７人 

災害研修会回数  ２回 

災害研修会参加者数  ７人 

被災地等への派遣件数  ０件 

 

２ 診療機能の充実 

     

(1) 高度医療の充実 

① 高度医療の充実 

   地域の中核的急性期病院として、優秀な医療スタッフの確保 

に努めるとともに、がん治療やその他の高度医療を充実するた 

め、医師等の増員とスキルアップを図る。 

② 医療機器等の計画的な更新・整備 

    中期計画の期間における資金計画を策定し、計画的に次の医 

療機器等の更新・整備を進める。 

ア ＣＴ 

イ ＭＲＩ 

ウ 放射線治療装置 

 

（高度医療の関連指標） 

指標名 平成 26 年度実績  

CT 件数  １５，４６２件  

MRI 件数  ６，６４４件  

RI 件数 ８７９件 

心臓カテーテル検査件数  ５００件 

経皮的冠動脈形成術（PCI）件数 １９５件 

アブレーション治療件数  ４２件 

脳血管造影件数  １３０件 

血管内治療件数  ３４件 
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血栓溶解療法（t-PA）治療件数 ６件 

手術件数（手術室）  ３，４０３件  

うち全身麻酔手術件数  １，６３５件  

うち腹腔鏡下・胸腔鏡下手術 １４１件 

内視鏡による手術件数（ＥＳＤ） ８９件 

＊ＥＳＤ：内視鏡的粘膜下層剥離術  

 

(2) がん医療体制の強化 

① 地域がん診療連携拠点病院としての機能の充実 

    ア  沖縄県がん診療連携拠点病院との連携を強化し、がん診療 

連携パスの利用を促進する。 

イ がん医療の水準向上のため、がん診療に従事する医師等に対 

する研修会を開催する。 

ウ 全国がん登録を推進する。 

エ 他の医療機関と連携し、緩和ケアの充実を図る。 

 

② がんに関する情報の市民への普及・啓発 

地域住民に対し、がんフォーラム等の講演会を継続して開催

する。 

 

（がん医療の関連指標） 

指標名 平成 26 年度実績 

全がん退院患者数 １，６５７人 

うち５大がん退院患者数 ６５１人 

がん患者外来化学療法患者数 １，４７９人 

がん放射線治療実患者数 ２４６人 

がん患者相談件数 １，３４０件 

全国がん登録件数 ８９２件 

がん地域連携パス適用数 ４４件 

がん研修会等開催数（医療者） １１回（５６２人） 

がん講演会等開催数（市民対象） ６回（１７５人） 

 

(3) 地域医療機関との連携推進・強化 

       地域医療支援病院として地域で完結する切れ目のない医療を提 

供するため、次のように地域の医療機関との連携を強化する。 

 

① 地域医療支援病院運営委員会を定期的に開催する。 

② 地域連携交流会と登録医総会を年1回開催する。 
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③ 地域医療支援病院として地域完結型医療を目指し、地域での役 

割分担、機能分化をより一層推進する。 

④ 地域連携パスの利用を促進する。 

（地域医療連携の関連指標） 

指標名 平成 26 年度実績 目標値 

紹介率 ７１．９％ ６５％以上 

逆紹介率 ５９．６％ ４０％以上 

地域連携パス適用数

（大腿骨頸部骨折） 

６６ － 

地域連携パス適用数

（脳卒中） 

９８ － 

       注 紹介率及び逆紹介率の目標値は、地域支援病院の承認要件数値である。 

     

(4) 市の施策との連携等 

① 保健・福祉行政との連携 

市民の健康増進を図るため、市等の関係機関と連携・協力し 

て特定健診等の各種健診を実施する。また、近年増加の一途を 

辿っている慢性腎臓病（ＣＫＤ）の早期発見、血液人工透析へ 

の移行を防止する対策として、患者・市民・社会・医療従事者 

への情報提供を積極的に行う。 

 

（疾病予防対策の関連指標） 

指標名 平成 26 年度実績  

特定健診件数  １，６１２件  

特定保健指導件数  １８２件 

がん検診件数  １，９４７件  

人間ドック件数  ２，０１１件  

健康診断件数  １，８３６件  

 

② 在宅医療への支援及び在宅医療との連携強化 

那覇市が構築予定の地域包括ケアシステムに、市立病院の機 

能に応じて協力する。 

在宅療養支援診療所、訪問看護ステーション、介護施設、ケ 

アマネジャー、社会福祉士等を支援し、連携を強化する。入院 

患者がスムーズに在宅医療へ移行できるよう退院支援の強化、 

適切な情報提供、急変時の受入体制の強化等を行い那覇市の地 

域包括ケアシステムに協力する。 
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（在宅医療の関連指標） 

指標名 平成 26 年度実績  

退院調整実施件数  ２，０５１件  

訪問看護指示書件数  ９０件 

介護保険主治医意見書件数 ６３５件 

在宅療養支援診療所への紹介件数 ５４９件 

 

③ 市民への情報の提供・発信 

ア 市民に対してホームページやマスコミ等を活用し、医療情報

を提供する。 

イ 医療講演会を開催する。 

 

（市民への情報提供の関連指標） 

指標名 平成 26 年度実績  

広報誌への医療情報掲載数 ４回 

ホームページへの掲載数  ４回 

新聞への医療関連広告数  ２２件 

医学雑誌配布回数  １回 

講演会開催数  ２回 

 

(5) 専門性及び医療技術の向上 

 

① 琉球大学と連携して、初期臨床研修医及び後期研修医の教育研 

修の充実に努め、また、初期臨床研修医、後期研修医に対し、県 

内外の先進的な医療機関への派遣研修を実施する。 

② 学会参加、学会発表を推進する。 

③ 看護職の専門性の向上のため、認定看護師及び専門看護師等の 

資格取得を支援する。 

④ その他のメディカルスタッフについても、各部門で専門性に応 

じた研修等を実施し、認定及び専門の資格取得を支援する。 

 

（専門性及び医療技術の向上の関連指標） 

指標名 平成 26 年度実績 

初期研修医数 ２２人 

後期研修医数 ２１人 

派遣研修人数（県内） ５人 
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派遣研修人数（県外） １９人 

学会発表数（医師） ９２件 

学会発表数（看護師） ３３件 

学会発表数（その他メディカルスタッフ） ２３件 

論文発表数（全体） ２０件 

専門資格取得者数（新規） １５件 

 

(6) 安心・安全で質の高い医療の提供 

① 医療安全対策の徹底 

安心・安全で良質な医療を提供するため、院内感染対策及び 

医療事故防止対策を徹底する。 

 

（医療安全・院内感染対策の関連指標） 

指標名 平成 26 年度実績  

医療安全対策委員会等開催数 １２回 

医療安全研修等実施回数  ６回 

インシデントレポート報告件数 １，０８３件  

アクシデントレポート報告件数 ３２件 

院内感染対策委員会等開催数 １２回 

感染管理チームラウンド回数 ５１回 

院内感染対策研修会等開催数 ８回（９１３人）  

 

②  患者中心の医療の実践 

患者の信頼と納得に基づいた医療を実践する。 

 

セカンドオピニオン体制の維持 

（患者中心の医療の実践の関連指標） 

指標名 平成 26 年度実績  

セカンドオピニオン件数

（院外から当院へ）  

２３件 

セカンドオピニオン件数

（当院から院外へ）  

４７件 

 

③ 「科学的根拠に基づく医療(EBM)」及び「医療の標準化と最適 

な医療」の提供 

科学的根拠に基づく医療(EBM)と最適な医療を同時に提供で 

きるよう、診療ガイドライン等を参考にしたクリニカルパス 

（疾患別に退院までの治療内容を標準化した計画表）を作成 

し、活用を図る。 
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（医療の標準化と最適な医療の提供の関連指標） 

指標名 平成 26 年度実績  

クリニカルパス適用患者数 ３，５８９人  

クリニカルパス種類数  １１２（累計）  

 

 

④ 法令・行動規範の遵守（コンプライアンス） 

医療法や個人情報保護、情報公開などの法令等を順守する 

ため、研修会を実施する。 

 

（コンプライアンスの関連指標） 

指標名 平成 26 年度実績  

研修会開催数  １回 

参加者数 １０７人 

 

⑤ 病院機能評価の更新 

平成30年度に病院機能評価の更新を受審し、医療機能の一層 

の充実・向上を目指す。 

 

３ 患者サービスの向上 

(1) 診療待ち時間の改善等 

地域医療機関との役割分担など地域連携を推進し、待ち時間短 

縮に努める。 

 

(2) 患者・来院者のアメニティの向上 

①  患者・来院者に、より快適な環境を提供するため、施設の改修・ 

補修等を実施する。 

② 患者・家族等に憩いの場を提供するため、院内緑化を推進する。 
③ 患者のプライバシー確保に配慮した院内環境整備に努める。 
④ 患者・家族等の健康に配慮し、敷地内禁煙を継続する。 

 

(3) 受診者の利便性向上 

 引き続き受診者の利便性の向上に取り組む。 

 

(4) ボランティアとの協働によるサービス向上 

ボランティアが活動しやすい環境をつくり、ボランティアとの 

協働を推進する。また、意見交換を積極的に行い、ボランティア 
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活動の拡大に努める。 

 

(5) 職員の接遇向上  

     患者や来院者に選ばれる病院、患者や来院者が満足する病院で 

あり続けるため、全職員が参加する接遇研修等により、職員の接

遇向上に努める。 

 

（患者サービスの向上の関連指標） 

指標名 平成 26 年度実績  

入院患者満足度調査（満足＋やや満足）％  ９４．０％ 

外来患者満足度調査（満足＋やや満足）％  ９４．７％ 

外来診療待時間調査（満足＋やや満足）％  ７８・６％ 

施設設備に対する苦情件数 ２９件 

ボランティア登録人数  １９人 

ボランティア活動時間  １，７９４時間  

職員の接遇に対する苦情件数 ４６件 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき

措置 

地方独立行政法人制度の特長を十分に活かして、自律性・透明性の 

高い病院運営を行うとともに、さらなる改善を図り業務執行体制の効 

率化に努める。また中期目標、中期計画及び年度計画に掲げる組織目 

標の着実な達成に向けて部門ごとの事業計画を作成し、効率的な病院 

運営に努める。 

 

１ 事務スタッフの専門性の向上 

事務部門においては、病院経営の専門的知識等に優れた人材を育成 

し、組織として経営の専門性を高める。また急激な医療環境の変化に 

対応できるよう病院改革に強い意識と知識を持ち、経営感覚に富む人 

材の配置を外部人材の登用含めて計画的に検討する。 

       

(1) 研修及び先進施設の視察派遣等による人材育成を強化する。 

(2) 学会参加、学会発表を推進し、専門資格取得を支援する。 

 

（事務スタッフの専門性の向上の関連指標） 

指標名 平成 26 年度実績  

病院経営研修等への派遣回数（合計）  １６回 
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・（ＤＰＣ分析セミナー） １回 

・（病院指標ＱＩ分析セミナー） ３回 

・（診療報酬・医療改革経営セミナー） １１回 

・（財務・管理会計分析セミナー） １回 

学会参加人数  ５４人 

学会・論文発表数  １７件 

専門資格取得者数（新規） ４人 

 

２ 予算執行の弾力化と費用節減 

(1) 法人の会計制度を活用した弾力的な予算執行を行い効率的・効果 

的な事業運営に努める。 

(2) 適正な後発医薬品の採用促進により患者の負担軽減と法人の費用 

節減に努める。 

 

（経費節減の指標） 

     後発医薬品使用率の目標（数量ベース） 

指標名 平成２６年

度実績 

平成２８年

度目標値 

平成２９年

度目標値 

平成３０年

度目標値 

平成３１年

度目標値 

後発医薬品

使用率 

７７．４％ ７０％以上 ７０％以上 ８０％以上 ８０％以上 

(3) 薬品、診療材料等の購入価格の低減及び適正な在庫管理を行い、 

費用節減に努める。 

(4) その他費用の適正化に努める。 

 

第４ 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置 

   

１ 経営機能の強化 

① 診療報酬の改定や患者の動向などの情報を迅速に収集・分析し、必 

要に応じて対応策を立案、的確な対応を行う。 

② 経常収支比率と医業収支比率について数値目標を設定する。 

 

（収支改善の指標） 

指標名 平成 26 年

度実績 

平成 28 年

度目標値 

平成 29年

度目標値 

平成 30 年

度目標値 

平成 31 年

度目標値 

経常収支比率

(％) 

100.6％  98.4％  100.1％  100.1％  101.7％  

医業収支比率

(％) 

100.4％  95.7％  96.9％  96.8％  98.4％  

 

２ 収益的収支の向上 
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病床利用率の向上や適正な診療報酬の確保に努め、引き続き収益を 

確保する。 

(1) 救急指定病院として空床を確保するなど、適切な病床稼動率を 

維持する。 

(2) DPC/PDPSの機能評価係数の内容を検討し係数を高めるための 

対策を行う。 

（※）ＤＰＣ/ＰＤＰＳとは、従来の診療行為ごとに計算する「出来高払 

い」方式とは異なり、入院患者の病名や症状をもとに手術などの診療 

行為の有無に応じて、厚生労働省が定めた1日当たりの診断群分類点 

数をもとに医療費を計算する定額払いの会計方式をいう。 

 

（収入確保の指標） 

指標名 平成２６年度実績  平成３１年度目標値  

病床稼動率 ８９．８％ ９１．１％ 

入院診療単価  ５５，０８８円  ５４，６９３円  

外来診療単価  １５，８６９円  １５，５７５円  

  

    

(3) 診療報酬の請求漏れや減点を防止するとともに、未収金の未然  

防止対策と早期回収に努める。 

 

第５ 予算(人件費の見積りを含む。)、収支計画及び資金計画 

地方独立行政法人法の趣旨に沿って、市からの運営費負担金の確保 

を図り、起債を安定的に活用し、市の病院として公的使命を果たせる 

経営基盤を維持していく。 

 

1 予算（平成28年度～平成31年度） 

                           （単位：百万円） 

区  分 金  額 

収入 

  営業収益  

    医業収益  

    運営費負担金収益  

    補助金等収益  

  営業外収益  

    運営費負担金収益  

 

４９，８９８  

４８，００２  

１，６７２ 

２２４ 

３５４ 

７ 
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    営業外雑収益  

  臨時収益  

  資本収入  

    運営費負担金収益  

    長期借入金  

    その他資本収入  

  その他の収入  

  計 

３４７ 

０ 

２，０６１ 

９０１ 

１，１６０ 

０ 

１，８００ 

５４，１１３  

支出 

  営業費用  

    医業費用  

     給与費  

     材料費  

     経費  

     研究研修費  

    一般管理費  

  営業外費用  

  臨時損失  

  資本支出  

    建設改良費  

    償還金  

  その他支出  

  計 

 

４７，４８８  

４６，１１７  

２７，９６８  

１０，３７８  

７，４２０ 

３５１ 

１，３７１ 

１７ 

１７ 

２，９６０ 

１，３７３ 

１，５８７ 

１，８００ 

５２，２８２  

(注1)計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。  

(注2)給与費のベースｱｯﾌﾟ率を０％として試算している。 

(注3)その他の支出は、国債、地方債、政府保証債（元本の償還及び利息の支払いに 

ついて政府が保証する債券をいう。）その他主務大臣が指定する有価証券の購入  

予定額である。  

[人件費の見積もり] 

期間中総額28,980百万円を支出する。なお、当該金額は、役員報酬並びに職員  

基本給、職員諸手当、時間外勤務手当及び休職者給与の額に相当するものである。 

[運営費負担金の繰出基準等] 

救急医療等の行政的経費及び高度医療等の不採算経費については、「地方独立  

行政法人法等の施行に係る公営企業型地方独立行政法人の取扱いについて」(平成 

16年4月1日付け総財公第39号総務省自治財政局公営企業課長通知)の「第１ 設 

立団体が負担すべき経費について」に定められた基準による。  



13 

 

建設改良費及び長期借入金等元金償還金に充当される運営費負担金等について  

は、経常費助成のための運営費負担金等とする。  

 

２ 収支計画（平成28年度～平成31年度） 

                          （単位：百万円） 

区  分 金  額 

収入の部 

  営業収益  

    医業収益  

    運営費負担金収益  

    資産見返運営費負担金戻入  

    補助金等収益  

    資産見返物品受贈額戻入  

  営業外収益  

    運営費負担金収益  

    その他営業外収益  

  臨時利益  

５０，７８４  

５０，４４８  

４７，８３７  

１，６７２ 

７０６ 

２２４ 

９ 

３３６ 

８ 

３２８ 

０ 

支出の部 

  営業費用  

    医業費用  

     給与費  

     材料費  

     経費  

     原価償却費  

     研究研修費  

    一般管理費  

  営業外費用  

  臨時損失  

 純利益 

 目的積立取崩額  

 総利益 

５０，７６９  

５０，７１２  

４９，３５２  

２７，９６８  

１０，１８４  

８，４８８ 

２，３８４ 

３２８ 

１，３６０ 

１７ 

４０ 

１５ 

０ 

１５ 

(注)計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。  
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３ 資金計画（平成28年度～平成31年度）  

           （単位：百万円）  

区  分 金  額 

資金収入 

 業務活動による収入  

    診療業務による収入  

    運営費負担金による収入  

    補助金等収入  

    その他の業務活動による収入  

 投資活動による収入  

    運営費負担金による収入  

   その他の投資活動による収入 

 財務活動による収入  

    長期借入れによる収入  

   その他の財務活動による収入 

 前期中期目標の期間よりの繰越金 

５７，１１３  

５０，２５２  

４８，００２  

１，６７９ 

２２４ 

３４７ 

２，７０１ 

９０１ 

１，８００ 

１，１６０ 

１，１６０ 

０ 

３，０００ 

資金支出 

 業務活動による支出  

    給与費支出  

    材料費支出  

    その他の業務活動による支出  

 投資活動による支出  

   有形固定資産の取得による支出  

   その他の投資活動による支出 

 財務活動による支出  

   長期借入金の返済による支出 

   移行前地方債償還債務の償還による

支出 

   その他の財務活動による支出 

  次期中期目標の期間への繰越金 

５７，１１３  

４７，５２２  

２８，９８０  

１０，３７８  

８，１６４ 

３，１７３ 

１，３７３ 

１，８００ 

１，５８７ 

１，５４１ 

 

４６ 

０ 

４，８３１ 

(注1) 計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。 

(注2) その他の投資活動による支出は、国債、地方債、政府保証債（元本の償還及び  

利息の支払いについて政府が保証する債券をいう。）その他主務大臣が指定する  

有価証券の購入予定額である。 
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第６ 短期借入金の限度額 

１ 限度額 1,000百万円 

２ 想定される短期借入金の発生理由 

(1) 運営費負担金の受け入れ遅延等による資金不足の対応 

(2) 予定外の退職者の発生に伴う退職手当の支給等偶発的な出費へ 

の対応 

 

第７ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

     なし 

 

第８ 剰余金の使途 

決算において剰余を生じた場合は、市立病院施設の整備又は医療 

機器の購入等に充てる。 

 

第９ 料金に関する事項 

 

1 診療料等 

市立病院において診療又は検査を受ける者から診療料を、市立病院 

の施設を利用する者から使用料を徴収する。 

(1) 診療料の額は、診療報酬の算定方法(平成20年厚生労働省告示第 

59号)及び入院時食事療養費に係る食事療養及び入院時生活療養費 

に係る生活療養費の費用の額の算定に関する基準(平成18年厚生労 

働省告示第99号)及び後期高齢者医療の食事療養標準負担額及び生 

活療養標準負担額(平成19年厚生労働省告示第395号)により算定し 

た額とする。ただし、これにより難い場合にあっては、理事長が別 

に定める額とする。 

(2) 使用料の額は、理事長が別に定める額とする。 

 

２ 文書料 

市立病院において診断書、証明書等の交付を受ける者から１通につ

き、理事長が別に定める額の文書料を徴収する。 

 

３ 徴収猶予等 

(1) 理事長は、災害その他特別の理由により使用料又は文書料の納 

付が困難と認められる者に対しては、徴収を猶予し、又は分割し 
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て徴収することができる。 

(2) 理事長は、使用料又は文書料の納付が著しく困難と認められる 

者に対しては、これを減免することができる。 

(3) 理事長は、前号の場合において、詐欺その他不正行為により使 

用料又は文書料の減免を受けたと認めるときは、減免措置を取り 

消すことができる。 

(4) 既納の使用料又は文書料は還付しない。ただし、理事長は特別 

の理由があると認めるときは、その全部又は一部を還付すること 

ができる。 

 

第１０ その他業務運営に関する重要事項 

 

１ 施設の災害対策について 

市立病院施設の被災に的確に対応するため、災害対策マニュアルを 

検証する。また防災・防火訓練を定期的に実施する。 

 

２ 地域医療構想に関して 

第３期中期計画については、期間中に県の地域医療構想の策定が予 

定されているため、必要に応じて速やかに中期計画を見直すこととす 

る。 

 

３ 市立病院建替について 

① 病院建替についても地域医療構想の策定を踏まえ、必要に応じて 

病院建替え基本構想・基本計画（案）の見直しを行うものとする。 

  ② 市立病院の現在地での建替えについて、医療機能及び運営に関す

る専門性を有する市立病院が事業主体となり、基本設計等の取り組

みを進めるものとする。 

 （新病院建替事業スケジュール） 

第3期中期計画 （案）第4期中期計画 

2018年度まで 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 

基本構想 

基本計画 

基本設計 実施設計 

立体駐車場① 

建設工事 

  

建設工事 
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（案）第5期中期計画 （案）第 6 期中期計画 

2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028 年度 2029

年度 

2030

年度 

2031

年度 

 

建設工事 

新病院開院 

（予定） 

立体駐車場② 

建設工事 

保育園仮設設

置 

保育園 

本体工事 

病院建替

事業完了

（予定） 

新保育園開園

（予定） 

   

 

 

第１１ 那覇市地方独立行政法人法の施行に関する規則(平成20年那覇 

市規則第4号)第4条で定める事項 

 

１ 施設及び設備に関する計画（平成28年度～平成31年度） 

施設及び設備の内容  予定額  財 源  

市立病院施設、医療機器等

整備 

総額１，３７３百万円 那覇市長期借入金等 

(注1) 金額については見込みである。  

(注2) 各事業年度の那覇市長期借入金等の具体的な内容については、各事業年  

度の予算編成過程において決定される。  

２ 積立金の処分に関する計画  

    前期中期目標期間繰越積立金については、市立病院施設の整備又は

医療機器の購入等に充てる。 

 

 


